
第１編の２　金融調節等取引の取引対象
金融調節等取引の取引対象は、次の各号に掲げる金融調節等取引の別に、当該各号に掲げるとおりです。

１．日銀国債買入（利回り入札）および日銀国債買入（固定利回り）
次に掲げる事項を総て充たす国債。
（１）利付国債（変動利付国債、物価連動国債および個人向け国債を除きます。）であること。

（２）発行年限が、２年、４年、５年、６年、１０年、２０年、３０年または４０年であること。

（３）国債振替決済制度において取扱う国債（以下「振決国債」といいます。）のうち、応募先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、応募先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、当該決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されたものであること。

（４）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（５）利子につき所得税等を源泉徴収されないこと。

（６）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（７）信託財産に属さないこと。

１の２．日銀国債買入（価格入札）

次に掲げる事項を総て充たす国債。
（１）変動利付国債または物価連動国債であること。

（２）変動利付国債である場合には、発行年限が１５年であること。物価連動国債である場合には、発行年限が１０年であること。

（３）振決国債のうち、応募先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、応募先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、当該決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されたものであること。

（４）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（５）利子につき所得税等を源泉徴収されないこと。

（６）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（７）信託財産に属さないこと。

２．日銀国債売却
利付国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するもの。

３．日銀国庫短期証券買入

次に掲げる事項を総て充たす国債。
（１）国庫短期証券であること。

（２）応募先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、応募先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、当該決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されたものであること。

（３）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（４）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（５）信託財産に属さないこと。
（６）償還差益につき所得税等を源泉徴収されないこと。
４．日銀国庫短期証券売却

国庫短期証券のうち、入札の通知において日本銀行が通知するもの。

５．日銀国債買現先

次に掲げる事項を総て充たす国債。

（１）エンド日以前に償還期日が到来しない利付国債（ただし個人向け国債を除きます。以下５．において同じです。）または国庫短期証券であること。

（２）利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除きます。）である場合には、発行年限が、２年、４年、５年、６年、１０年、２０年、３０年または４０年であること。

（３）変動利付国債である場合には、発行年限が１５年であること。

（４）物価連動国債である場合には、発行年限が１０年であること。

（５）振決国債のうち、応募先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、応募先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、当該決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されたものであること。

（６）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（７）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（８）信託財産に属さないこと。

（９）利付国債である場合には利子、国庫短期証券である場合には償還差益につき所得税等を源泉徴収されないこと。

６．日銀国債売現先

振決国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するもの。

７．日銀国債売現先（国債補完供給）

振決国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するもの。

８．日銀ＣＰ等買現先

（１）に掲げる事項を総て充たすコマーシャル・ペーパー、（２）に掲げる事項を総て充たす短期社債、（２）の２に掲げる事項を総て充たす保証付短期外債、（３）に掲げる事項を総て充たす資産担保短期債券、（４）に掲げる事項を総て充たす短期不動産投資法人債および（５）に掲げる事項を総て充たす政府保証付短期債券。ただし、（１）コマーシャル・ペーパーについては、当分の間は取引対象としません。
（１）コマーシャル・ペーパー
イ、表面に、日本銀行が、取引対象コマーシャル・ペーパーとして適格である旨のスタンプ（以下（１）において「適格スタンプ」といいます。）を押なつ済であること（適格スタンプ押なつに関する手続については、「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則」を参照してください。）。

ロ、スタート日より前に適格スタンプを押なつしたコマーシャル・ペーパーである場合には、スタート日においても、発行企業（振出人）が日本銀行が適格と認めた先であることその他の取引対象コマーシャル・ペーパーとして適格であるための要件を満たしていること。
ハ、スタート日において、売渡人（募入決定の通知を受けた者をいいます。）の密接関係企業コマーシャル・ペーパー（実質的な支配力または影響力に照らして当該売渡人と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業（以下「密接関係企業」といいます。）が発行するコマーシャル・ペーパーおよび当該企業が保証するコマーシャル・ペーパー（日本銀行がその保証がなくても適格と認めるものを除きます。）ならびに資産担保コマーシャル・ペーパーのうちその償還の原資となる金銭等を生ずる資産の債務者に密接関係企業を含むものおよび密接関係企業による信用補完が存在するもの（日本銀行が密接関係企業の債務または信用補完がなくても償還が確実であると認めるものを除きます。）をいいます。）でないこと。
ニ、裏書が連続していること。
ホ、最終裏書の裏書人欄に署名または記名なつ印（日本銀行に届出済のもの）が行われていることおよび「拒絶証書作成の義務を免除する」旨の記載があること。
へ、最終裏書が日付および被裏書人欄への記入が行われていない白地式裏書であること、または日付および日本銀行を被裏書人とする同欄への記入が行われている単純裏書であること。
ト、信託財産に属さないこと。
チ、満期日がエンド日の翌日（ただし、電子交換所経由で取立てることができないものについてはエンド日の翌日から起算して３日目の日）以降であること。
（２）短期社債
イ、償還日が売戻日の翌営業日以降であること。
ロ、発行者が日本銀行が短期社債の無条件適格発行者として認めた先であること、または発行者が日本銀行が短期社債の保証条件付適格発行者として認めた先でありかつ保証企業が日本銀行が短期社債の適格保証企業として認めた先であること。
ハ、劣後特約が付されていない銘柄であること。
ニ、適格機関投資家譲渡限定私募の銘柄（銘柄名称の下から４桁目の文字が「Ｔ」）でないこと。
ホ、当該短期社債が、売渡人の密接関係企業短期社債等でないこと（注）。

（注）売渡人は、短期社債が自身の密接関係企業の債務であるか否かを、あらかじめ日本銀行業務局営業業務課営業業務グループに適宜の方法により照会し、確認してください。
へ、スタート日の前営業日までに発行された銘柄であること。

ト、（株）証券保管振替機構が公示する銘柄情報の備考欄（以下「銘柄備考欄」といいます。）に債権者の権利を制限する記載がないこと。

チ、スタート日の前営業日に発行された銘柄については、銘柄備考欄に記載がないこと。
また、上記ロ、に掲げる適格性の判定を日本銀行が行っていない場合には、その適格性判定を日本銀行に依頼することができます（注）。

（注）無条件適格発行者としての適格性判定については、日本銀行は、発行者の信用判定の依頼を受けた場合には、これをもって当該適格性判定の依頼を受けたものとして取扱いますので、別途適格性判定の依頼を行う必要はありません。なお、判定結果の適用日等ご不明な点がある場合には、日本銀行金融市場局にご照会ください。
保証条件付適格発行者および適格保証企業としての適格性判定については、保証企業の信用判定の依頼のほかに、別途当該適格性判定の依頼を日本銀行に行う必要があります。
（２）の２　保証付短期外債
イ、償還日が売戻日の翌営業日以降であること。
ロ、発行者が日本銀行が保証付短期外債の保証条件付適格発行者として認めた先でありかつ保証企業が日本銀行が保証付短期外債の適格保証企業として認めた先であること。
ハ、保証の内容が全部連帯保証であること。
ニ、劣後特約が付されていない銘柄であること。
ホ、適格機関投資家譲渡限定私募の銘柄（銘柄名称の下から４桁目の文字が「Ｔ」）でないこと。
へ、当該保証付短期外債が、売渡人の密接関係企業短期社債等でないこと（注）。

（注）売渡人は、保証付短期外債が自身の密接関係企業の債務であるか否かを、あらかじめ日本銀行業務局営業業務課営業業務グループに適宜の方法により照会し、確認してください。

ト、スタート日の前営業日までに発行された銘柄であること。

チ、銘柄備考欄に債権者の権利を制限する記載がないこと。

リ、スタート日の前営業日に発行された銘柄については、銘柄備考欄に記載がないこと。

また、上記ロ、に掲げる適格性の判定を日本銀行が行っていない場合には、その適格性判定を日本銀行に依頼することができます（注）。

（注）保証条件付適格発行者および適格保証企業としての適格性判定については、保証企業の信用判定の依頼のほかに、別途当該適格性判定の依頼を日本銀行に行う必要があります。

（３）資産担保短期債券
イ、償還日が売戻日の翌営業日以降であること。
ロ、発行者が、日本銀行が資産担保短期債券の適格発行会社として認めた先であること。
ハ、適格機関投資家譲渡限定私募の銘柄（銘柄名称の下から４桁目の文字が「Ｔ」）でないこと。
ニ、当該資産担保短期債券が、売渡人の密接関係企業短期社債等でないこと（注）。
（注）売渡人は、資産担保短期債券が自身の密接関係企業の債務であるか否かを、あらかじめ日本銀行業務局営業業務課営業業務グループに適宜の方法により照会し、確認してください。
ホ、スタート日の前営業日までに発行された銘柄であること。

へ、銘柄備考欄に債権者の権利を制限する記載がないこと。

ト、スタート日の前営業日に発行された銘柄については、銘柄備考欄に記載がないこと。

また、上記ロ、以外の発行者が発行する資産担保短期債券を日本銀行に売渡すことを希望する場合には、当該発行者の資産担保短期債券の適格発行会社としての適格性判定を日本銀行金融市場局に依頼する必要があります。
（４）短期不動産投資法人債

イ、償還日がエンド日の翌営業日以降であること。

ロ、発行投資法人が日本銀行が短期不動産投資法人債の無条件適格発行投資法人として認めた先であること、または発行投資法人が日本銀行が短期不動産投資法人債の保証条件付適格発行投資法人として認めた先でありかつ保証企業が日本銀行が短期不動産投資法人債の適格保証企業として認めた先であること。

ハ、劣後特約が付されていない銘柄であること。

ニ、適格機関投資家譲渡限定私募の銘柄（銘柄名称の下から４桁目の文字が「Ｔ」）でないこと。

ホ、当該短期不動産投資法人債が、売渡人の密接関係企業短期社債等でないこと（注）。

（注）売渡人は、短期不動産投資法人債が自身の密接関係企業の債務であるか否かを、あらかじめ日本銀行業務局営業業務課営業業務グループに適宜の方法により照会し、確認してください。

へ、スタート日の前営業日までに発行された銘柄であること。

ト、銘柄備考欄に債権者の権利を制限する記載がないこと。

チ、スタート日の前営業日に発行された銘柄については、銘柄備考欄に記載がないこと。

また、上記ロ、に掲げる適格性の判定を日本銀行が行っていない場合には、その適格性判定を日本銀行に依頼することができます（注）。

（注）無条件適格発行投資法人としての適格性判定については、日本銀行は、発行投資法人の適格投資法人選定の依頼を受けた場合には、これをもって当該適格性判定の依頼を受けたものとして取扱いますので、別途適格性判定の依頼を行う必要はありません。なお、判定結果の適用日等ご不明な点がある場合には、日本銀行金融市場局にご照会ください。

保証条件付適格発行投資法人および適格保証企業としての適格性判定については、保証企業の信用判定の依頼のほかに、別途当該適格性判定の依頼を日本銀行に行う必要があります。

（５）政府保証付短期債券
イ、償還日が売戻日の翌営業日以降であること。

ロ、保証人が日本国政府であること。

ハ、保証の内容が全部連帯保証であること。

ニ、劣後特約が付されていない銘柄であること。

ホ、適格機関投資家譲渡限定私募の銘柄（銘柄名称の下から４桁目の文字が「Ｔ」）でないこと。

へ、スタート日の前営業日までに発行された銘柄であること。

ト、銘柄備考欄に債権者の権利を制限する記載がないこと。

チ、スタート日の前営業日に発行された銘柄については、銘柄備考欄に記載がないこと。

９．日銀手形売出

日本銀行を振出人、受取人および支払人とする為替手形であって、日本銀行が引受を完了したもの。

１０．財融資金国債買入
次に掲げる総ての事項を充たす国債。

（１）東京証券取引所に上場されている国債であること。

（２）利付国債（ただし個人向け国債および物価連動国債を除きます。）であること。

（３）振決国債のうち、応募先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないもので、かつ、参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。

（４）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（５）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（６）信託財産に属さないこと。

（７）利子につき所得税等を源泉徴収されないこと。

１１．財融資金国債買現先

次に掲げる総ての事項を充たす国債。

（１）利付国債（ただし個人向け国債および物価連動国債を除きます。）であること。

（２）振決国債のうち、応募先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないもので、かつ、参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。

（３）スタート日の属する利子の計算期間に適用される利率が確定していない変動利付国債でないこと。

（４）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（５）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（６）信託財産に属さないこと。

（７）利子につき所得税等を源泉徴収されないこと。

１２．財融資金国債売現先および財融資金国債売現先（銘柄上限）

振決国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するもの。

１３．国整基金国債買入（利回り入札）
次に掲げる総ての事項を充たす国債。

（１）利付国債（ただし、変動利付国債、個人向け国債および物価連動国債を除きます。）であること。

（２）振決国債のうち、応募先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないもので、かつ、参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、応募先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、当該決済代行先の自己保有分にして国債引渡の権原について瑕疵のないものであって、当該決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているもの、または応募先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないものであって、当該決済代行先の参加者口座の預り口に記載または記録されたものであること。

（３）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

（４）質権その他の担保権が設定されていないこと。

（５）信託財産に属さないこと。

（６）利子につき所得税等を源泉徴収されないこと。
１４．国整基金国債買入（価格入札）および国整基金国債買入（追加入札）
次に掲げる総ての事項を充たす国債。

（１）変動利付国債または物価連動国債であること。
（２）振決国債のうち、応募先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないもので、かつ、参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、応募先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、当該決済代行先の自己保有分にして国債引渡の権原について瑕疵のないものであって、当該決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているもの、または応募先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないものであって、当該決済代行先の参加者口座の預り口に記載または記録されたものであること。
（３）入札の通知において日本銀行が通知するものであること。
（４）質権その他の担保権が設定されていないこと。
（５）信託財産に属さないこと。
（６）利子につき所得税等を源泉徴収されないこと。

